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3,000 円程度であったものが、今や 5,000 円を突破し、次期の第 6 期には 6,000 円を超える覚悟
をしなくてはならない状況にある。
　一方、介護保険制度の要介護（支援）認定者数は、平成 24 年 3 月末現在、全国で約 533 万
人、その中で介護サービスの利用者数については約 440 万人を数え、介護サービスにかかる
総費用額は、平成 22 年度で 7 兆 5,550 億円となっている。最新の人口推計によると、高齢化
はますます進行し、平成 23 年に 2,948 万人だった 65 歳以上の高齢者は、15 年後の平成 38 年
には 3,657 万人になることが予想されている。このうち、介護が必要となる確率の高い 75 歳以

















































　ここであらためて、高齢者の所得状況をみることとする。表 1は、平成 22 年の国民
生活基礎調査おける、全世帯および 65歳以上の高齢者のいる世帯の所得階層別の分布状
況である。これによると、高齢者世帯の 1世帯あたりの所得は 307.9 万円と全世帯平均






254 万円であった。平均値との差は 50 万に達している。また、個別の分布状況を見る






















累積度数分布 相対度数分布 累積度数分布 相対度数分布
（ ％ ） （ ％ ） （ ％ ） （ ％ ）
50 万 円 未 満 1.1 1.1 2.4 2.4
50～ 100万円未満 5.9 4.8 13.1 10.7
100～ 150 12.2 6.3 25.2 12.2
150～ 200 18.5 6.4 37.8 12.5
200～ 250 25.3 6.8 48.7 11.0
250～ 300 32.0 6.7 59.9 11.2
300～ 350 38.7 6.6 69.6 9.7
350～ 400 45.2 6.5 78.0 8.4
400～ 450 51.1 6.0 83.7 5.8
450～ 500 56.3 5.2 87.6 3.9
500～ 600 65.7 9.4 92.2 4.6
600～ 700 73.1 7.5 94.8 2.6
700～ 800 79.2 6.1 96.2 1.3
800～ 900 84.3 5.1 97.2 1.0
900～1000 88.0 3.7 97.8 0.7
1000 万 円 以 上 100.0 12.0 100.0 2.2



























































の世帯割合は全体の 13.4％を占めている。また、「貯蓄額 50万円未満」と「貯蓄額 100 万








いるが、所得が「年収 50万円未満」の階層では 4割と倍増する。さらに、「年収 50万円～
100 万円未満」の階層でも 4割強、「100 万円～ 150 万円未満」の階層でも 4割弱が「貯蓄




















































　全　　　体 13.4% 6.1% 3.4% 7.7% 5.3% 5.5% 3.1% 8.7% 5.6% 8.5% 4.1% 6.5% 10.5% 7.4% 4.1% 100%
　５０万円未満 33.3% 6.9% 5.7% 10.3% 4.6% 4.6% 2.3% 9.2% 2.3% 2.3% 1.1% 2.3% 1.1% 6.9% 6.9% 100% 4.0%
５０～１００万円未満 30.5% 12.3% 6.6% 8.2% 6.6% 5.8% 2.1% 4.1% 2.9% 2.5% 1.2% 2.5% 0.8% 7.4% 6.6% 100% 11.2%
１００～１５０万円未満 26.2% 12.5% 4.4% 9.2% 8.1% 4.8% 3.0% 6.3% 5.2% 3.7% 0.7% 1.5% 2.2% 6.6% 5.5% 100% 12.5%
１５０～２００万円未満 14.1% 5.6% 4.4% 10.9% 7.3% 7.3% 2.8% 10.1% 4.8% 6.0% 3.2% 2.4% 6.0% 9.7% 5.2% 100% 11.4%
２００～２５０万円未満 11.2% 7.6% 2.8% 11.6% 6.8% 5.6% 3.6% 11.2% 6.0% 7.2% 5.6% 4.8% 6.0% 6.8% 3.2% 100% 11.5%
２５０～３００万円未満 10.0% 5.4% 2.7% 8.1% 5.9% 5.0% 5.0% 10.4% 6.8% 10.4% 4.5% 6.3% 10.0% 7.2% 2.3% 100% 10.2%
３００～３５０万円未満 5.5% 2.3% 1.4% 6.9% 4.1% 8.3% 2.8% 10.1% 9.2% 12.4% 5.5% 9.2% 10.6% 9.2% 2.3% 100% 10.0%
３５０～４００万円未満 5.9% 2.4% 3.6% 4.1% 3.0% 5.3% 4.1% 11.2% 8.9% 10.1% 7.1% 10.7% 13.0% 7.1% 3.6% 100% 7.8%
４００～４５０万円未満 1.7% 1.7% 2.6% 4.3% 6.0% 6.9% 1.7% 8.6% 8.6% 12.9% 6.9% 11.2% 16.4% 8.6% 1.7% 100% 5.3%
４５０～５００万円未満 3.7% 2.5% 2.5% 3.7% 1.2% 3.7% 4.9% 11.1% 6.2% 17.3% 4.9% 16.0% 14.8% 6.2% 1.2% 100% 3.7%
５００～５５０万円未満 3.4% 1.7% 3.4% 5.2% 1.7% 6.9% 3.4% 8.6% 1.7% 12.1% 5.2% 13.8% 22.4% 6.9% 3.4% 100% 2.7%
５５０～６００万円未満 - 5.1% - 2.6% - 2.6% 2.6% 2.6% 2.6% 15.4% 12.8% 10.3% 38.5% 0.0% 5.1% 100% 1.8%
６００～６５０万円未満 0.0% 2.7% - 2.7% 2.7% 2.7% - 10.8% 8.1% 13.5% 2.7% 16.2% 24.3% 5.4% 8.1% 100% 1.7%
６５０～７００万円未満 4.5% - 4.5% 0.0% 4.5% - 4.5% 9.1% 0.0% 13.6% 9.1% 4.5% 22.7% 18.2% 4.5% 100% 1.0%
７００～７５０万円未満 - - - 5.6% - 5.6% 5.6% 0.0% 0.0% 16.7% 5.6% 11.1% 44.4% - 5.6% 100% 0.8%
７５０～８００万円未満 - - 0.0% 0.0% 0.0% - - 9.1% - 18.2% 0.0% 18.2% 54.5% 0.0% 0.0% 100% 0.5%
８００～８５０万円未満 0.0% - - 10.0% - - - 10.0% 0.0% 10.0% - 20.0% 50.0% - - 100% 0.5%
８５０～９００万円未満 - - 0.0% 12.5% - 0.0% - 12.5% 0.0% 12.5% 0.0% 12.5% 25.0% 12.5% 12.5% 100% 0.4%
９００～９５０万円未満 - - - - - - 0 11.1% - - 22.2% 33.3% 22.2% 11.1% - 100% 0.4%
９５０～１０００万円未満 - - - - - - - 0.0% - 50.0% - - 50.0% - - 100% 0.2%










がるごとに増えていることがわかる。例えば、「年間所得 400 万円～ 500 万円」の世帯は
7世帯に 1世帯の割合で医療費関連の支出がないが、「年間所得 100 万円未満」の世帯と




の多寡に応じてその実支出額に大きな違いが出る。年間所得 100 万円の世帯の 10％は
10 万円にあたるが、500 万円の世帯での 10％は 50 万円となる。同じ 10％の医療費関
連の支出をしても、残りの 90万円で日々の生活を切り詰めながら生活を送らねばならな



























所得金額階級 支払った費用なし 10%未満 10％～20％ 20％～30％ 30％～50％ ５０％以上
%7.1%8.1%2.3%4.9%7.65%2.72数　　　総
　５０万円未満 29.7% 45.9% 8.1% 8.1% 5.4% 2.7%






































　① 年間収入が単身世帯で 150 万円、世帯員が 1人増えるごとに 50 万円を加算した額
以下。














　また、厚生労働省は平成 12年 11 月に、各自治体に対し本制度の対象者数を第 1号被
保険者全体の 10％程度の範囲まで拡大するように指示し、平成 15年度以降は要件を緩
めることにより対象者をさらに 15％に拡大するよう前向きな取り組みを行った。























と、東京特別区では 26 万 4千人が本制度の対象者となる。しかし、現実には指示され


























千代田区 9,617 1,872 1,490 12 0.81%
中央区 19,645 3,522 2,619 0 0.00%
港区 37,116 6,831 5,087 11 0.22%
新宿区 60,540 11,152 8,956 21 0.23%
文京区 38,216 6,477 5,317 128 2.41%
台東区 41,505 7,421 5,433 88 1.62%
墨田区 53,232 8,759 6,968 55 0.79%
江東区 90,122 13,000 9,995 100 1.00%
品川区 71,087 10,956 8,962 32 0.36%
目黒区 49,464 8,983 6,961 18 0.26%
大田区 142,005 23,665 18,466 82 0.44%
世田谷区 157,238 30,080 22,908 152 0.66%
渋谷区 38,318 7,536 5,462 14 0.26%
中野区 61,311 11,179 8,884 173 1.95%
杉並区 105,197 19,567 15,044 271 1.80%
豊島区 51,946 9,377 7,042 6 0.09%
北区 79,221 13,178 10,486 72 0.69%
荒川区 44,054 7,579 6,065 73 1.20%
板橋区 108,765 18,419 13,570 57 0.42%
練馬区 137,915 23,396 18,256 146 0.80%
足立区 146,136 23,744 17,996 123 0.68%
葛飾区 97,706 14,397 11,326 535 4.72%
江戸川区 122,070 16,235 12,659 41 0.32%





























得 80 万円を超え 155 万円以下、夫婦世帯であれば年間所得 80 万円を超え 211 万円以
下の人が該当する。特にこの階層の単身者については、今回の改正で居住費が減額され
たとはいえ、ユニット型個室を利用するためには、医療費や日用品代等の雑費 1万円程
度を含めると月額約 95,000 円、年額にすると約 115 万円の費用負担が必要となる。つ
まり、年間所得が 115 万円以下の第 3段階の低所得者は利用が困難なことになる。
　第 2段階層についてはいかがであろうか。同じくユニット型個室を利用する場合には、




額 9,000 円程度、年額にして 11万円程度の減額となるが、それでも年間所得 61万円未



































多床室 10,000 28,000 80,000
従来型個室 35,000 26,000 103,000

























　社会全体で高齢者介護を支える仕組みとして、平成 12 年（2000 年）4月に創設された
介護保険制度の要介護（支援）認定者数は、平成 24 年 3月末現在、約 533 万人、第 1号
被保険者に対する認定割合は約 17.9％となっている。 また、全国の介護サービスの利用
者数については、居宅（介護予防）サービスが約 324 万人、地域密着型（介護予防）サービ
スが約 30万人、施設サービスが約 86万人の合計で約 440 万人となっている。
　厚生労働省の介護保険事業状況報告年報によると、介護サービスにかかる総費用額は、
決算ベースとして明らかとなっている直近の平成 22 年度で 7兆 5,550 億円、利用者負
担を除いた給付費は 6兆 8,396 億円となっている。なお、利用者負担軽減策である高額
介護サービス費14、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費15 を含む
給付総額は、7兆 8,204 億円となり、数値の上では約 2千 700 億円が負担軽減の費用と
して費やされている計算となる。
　一方で、制度が施行された平成 12 年度の実績を見ると、要介護（支援）認定者数は約
256 万人、サービス受給者数は年度平均で約 184 万人、高額介護サービス費を含む給付
総額は 3兆 2,427 億円であったことから、制度施行後 10 年余りを経て要介護（支援）認
定者数は倍増し、サービス利用者は 2.4 倍、総費用額は 2.2 倍に膨らんだ。









以上の第 1号被保険者と 40歳～ 64歳までの第 2号被保険者が、それぞれ 21％と 29％
の割合で負担する仕組みである。なお、高齢化の進行に伴い、65歳以上の第 1号被保険






均で月額 4,972 円となっているが、これは第 4期の保険料基準額 4,160 円より額にして
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812 円増え、その増加率は約 20％にも上っている。また、制度施行時の第 1期保険料
































































　また、最も高い階層の第 5段階においても月額の保険料は 4,650 円であった。このこ
とは、実際の年間所得に占める割合を踏まえると、負担のあり方を再考せざるをえない
必然性を意味していた。極端なことを述べれば、年間所得 0円の高齢者に月額 2,320 円












3,100 円から現在は 5,240 円へと既に 2倍近くに増えており、多くの低所得者層が属す
る第 2段階、第 3段階の保険料も同じく 2,320 円から 2,620 円及び 3,660 円へと増えて










至っていない。A区の負担割合を見ても、年間所得が 1,000 万円以上の第 11、12両段階
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今井　伸
でも基準額の 2倍程度であり、年間所得 80 万円未満の第 2段階の 4倍程度の負担額に
すぎない。年間所得 80 万円の人の月額保険料 2,620 円と、同じく 1,000 万円の人の月
額保険料 11,000 円の負担感の違いは、可処分所得額の差を見れば一目瞭然である。
　一方で表 7の④は、第 5期計画におけるA区の 3か年の平均第 1号被保険者数約 14
万人を介護保険料階層別の人数として示したものである。⑤はそれぞれの階層における





円に軽減しても、第 5段階以上の負担割合を徐々に増やし、最も高い 12 段階を基準額
の 4倍程度にすれば⑧の保険料総額は約 88億円となり、十分に補填されることになる。
　介護サービス利用者負担についても同様のことが言える。表 8は、平成 22 年度の全
国の介護サービス利用者負担総額である約 7,160 億円をサービス利用者総数である 412
万人の各所得階層の負担割合ごとに試算したものである。なお、単純に利用者負担総額
をサービス利用者数で除した場合、一人あたりの年間負担額は173,776円となっている。
現在、制度上の介護サービス利用負担割合は、第 1段階から第 12段階24 まで一律 10％
となっているが、保険料と同じように高所得層にさらに負担を多く割り振ることで、低
所得層の負担を軽減することが可能となる。
　試算では、年間平均負担額 173,776 円を第 1 段階および第 2 段階で 1/4 の 43,368
円、月額にして 3,614 円に減額し、住民税非課税世帯である第 3段階においても 1/2 の
86,736 円、月額にして 7,228 円まで減額することが可能となる。これは、月額 30万円
のサービスを利用した場合、第 1・2 段階で月額 7,500 円、同じく第 3段階で 15,000
円の負担となり、現在設定されている高額介護サービス費の上限額（第 1・2段階月額
15,000 円、第 3段階 24,600 円）をはるかに下回るものとなる。一方で、高所得者階層
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































22年 7月）の投票率をあげると、20歳から 24歳の 33.6％が最低であり、5歳ずつ年齢
階層が上がるに従い、徐々に投票率は上昇する。子育てを伴う現役世代の中心である 35
歳から 39 歳は 51.2%、及び 40 歳から 44 歳は 56.1 %に過ぎず、最高の 65 歳から 69




























110,523 43,368 4,793,161,4642.68% 2.5%1
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